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通貨統合後のマクロパフォーマンスの変化*

一一欧州労働市場における構造改革を中心に一一

主
円 木 圭 介十

I はじめに

1999年に共通通貨であるユーロが導入されて 3年， 2002年 1月からユーロ現金が一般的に流通

し始めたことで欧州通貨統合は完了したといえる。欧州における経済変革の主要課題であった通

貨統合に関しては，これまでも多様な側面から数多くの有益な先行研究がおこなわれてきた1)。

その中でも通貨統合スタート以降は，国際通貨としてのユーロの可能性やその役割2)，単一金融

政策を実施している欧州中央銀行の政策パフォーマンスや信認について3)，さらに単一金融市場

において障害となり得るさまざまな諸問題についての議論が多く見受けられる。

欧州通貨統合は壮大な経済的実験であると例えられるが，通貨統合が行われることが確実と

なってから，欧州諸国は財政の健全化に向けた取り組みを強化し，現在のところ目覚しい効果を

もたらしている。また，かねてから「硬直的」といわれる労働市場をもっユーロ地域においては

労働の移動性は決して高いとはいえず，それ自体が通貨統合への不安要因として議論されたこと

もあった。しかしながら，そのような欧州の労働市場にも確実な構造変化が生じている。

本稿では，通貨統合に起因する労働市場の構造改革に焦点を当て 欧州で取り組まれている構

造改革の現状や課題を検討し，労働市場の柔軟化によってもたらされる各国へのマクロ経済的パ

フォーマンスの変化について考察する。

H 欧州労働市場の現状と課題

欧州通貨統合を成功させる構造改革の主要課題は， 1 r財政の健全化および税制改革j， 2 
『企業環境の整備J，3 r硬直的な雇用慣行の是正による労働市場の柔軟化』である。
1の『財政の健全化jは， I財政安定化協定 (TheStability and Growth Pact) Jを通じ，通貨統合

以前から参加国に求められていたことであるが，さらに税制改革によってサプライサイドの強化を

* 本稿の投稿に際し，査読に御尽力頂いた匿名レフェリーの方々に感謝いたします。なお，あり得べき
一切の誤謬はすべて筆者に帰するものであります。

t E-mail: aoki@nagasakipu.ac.jp 
1) De Grauwe (2000)， Alesina and Barro (2000)， Robson (1998)，島野(1996)などを参照されたい。

2) MaCauley (1997)， Bergsten (1997a)，拙稿 (2001a)などを参照。

3) Rogoff (1985)， Svensson (1995)， (1997)， (1998)， Clements et al.(2001)，拙稿 (2001b)， (2001c)などO
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I~!) ，企業の生産性の向上とともに，インフレなき安定成長の実現を目指したものである。 2の

f企業環境の整備jは，民営化や規制緩和などの民間企業を取り巻く環境を整備することで，より

活発で競争力のある企業を育成することにある。 3の『労働市場の柔軟化jは，硬直的な麗肝慣行

の是正など，労働市場を取り巻く環境を変化させ，長期失業者や若年層の職業訓練を支援すること

である。その結果構造的に高いとされるユーロ地域の失業率を低下させようとし寸意図がある。こ

れら 3つの課題はそれぞれ相互に関連しており，例えば，企業の民営化は財政再建に寄与する側面

をもち，税制改革には企業の社会保険料負担の軽減も含まれている。また，それは労働コストの削

減を通じて失業率の低下にも寄与する。欧州経済の構造改革はこのようなそれぞれの相乗効果を通

じて進められ，様々な側面から通貨統合の成功に向けた取り組みがなされているのが現状である。

本節では，それらの主要課題の中でも 3の『労働市場の柔軟化Jを中心にさらに詳しい考察を

加えたい。

1.労働移動の必要性

欧州通貨統合を巡っては，かねてから域内での労働移動の必要性が議論されてきた。その理由

として指摘されてきたことは大きく二つに分けられ， 一つは「最適通貨医I(Optimum Currency 

Area， OCA) Jの考えに基づく「ショック・アブソーパ-J，もしくは「セーフティー・ネットj

としての労働移動の必要性であり， もう一つは，通貨統合を経て各国間の経済的つながりがさら

に強化されることで，ユーロ地域全体の経済効率性を向とさせることを自的とした労働移動の必

要性である。

前者は， Mundell (1961)によって示された見解を中心とし4)，通貨統合がおこなわれた後は，

ユーロ地域においての為替政策を含む広義の金融政策は欧州中央銀行 (ECB) に一元的に委ね

られ，統合参加各国の個別経済状況に応じた金融政策はもはや実施されることはない。それゆえ

ユーロ地域内において経済的不均衡が生じた場合，為替レートによる調整手段をもたない状況で

は，そのショックを吸収するために，地域内の生産要素の移動，すなわち労働力の移動が確保さ

れていなければならないということになる。もちろん，財政政策によってそのショックを和らげ

るという手段も存在するが，各国には「財政安定化協定」による厳格な規律が課されているため，

十分な効果を期待するだけの財政政策の発動には限界がある c したがって，外生ショックが生じ

た場合には地域内での柔軟な労働移動は不可欠ということになる。また，米国においてドルの単

一通貨国が維持されているのは，国内における高い労働移動性が存在するということが一つの理

由であり，米国と比較すると労働移動性が低いユーロ地域では，通貨統合がこれからも順調に機

能するのかどうか， しばしば疑問視される所J2)、はこの点にあるら)。

4) r最適通貨圏Jの議論は他に， McKinnon (1963)や Kenen(1969)などが在仏前者は GDPに占め
る経済開放度，後者l土産業や生産手段の多様性というように，それぞれ異なった側面から最適通貨閣が

満たされる条件について議論されている。

5) 欧州委員会は IEU年次労働報告1997Jの中で， EUの労働移動の規模は米国の約二分のーと述べて

いる。
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後者の経済効率性を向上させるための労働移動の必要性は 米国に比べると産業集積度が低い

EU経済にあって，全体としての経済効率を高めるためには，生産性の低い国や地域から生産性

の高い国や地域への労働移動を活発化させ，人的資源の有効利用に努めることが重要とされてい

るからである。そのことはまた，地域間で失業率に格差が生じた場合においても，その格差を平

準化する働きを持ち，結果的には先に述べた最適通貨圏の議論にみられる調整問題の解決にも関

連するのである。

いずれの理由にせよ重要なことは，いかにして労働力の移動性を高めるかであり，近年ユーロ

地域ではそれを妨げるさまざまな障害を除去・改善する取り組みがなされてきている。以下では

その取り組みについて解説する。

2.労働移動促進のための取り組み

1970年代中頃まで， EU 15カ国の平均失業率は米国の失業率を下回って推移してきたが，その

後70年代後半から米国を上回り， 80年代以降は 8%が EUの「構造的失業率」とされ， 93年以

降には11%前後まで上昇していた。しかしながら97年後半以降 欧州景気の回復とともに失業率

は低下傾向を示し， 2000年には 8%台まで低下 2001年度は ITバブワレの崩壊や 9月に起きた米

国の同時多発テロの影響により欧州は深刻な景気後退に陥ったが，失業率は8.3%とさらに若干

の低下が見られるほどに改善している6)。ただし，そのような失業率の推移はそれぞれの固に

よって詳細は大きく異なる。

1999年から2000年における概算であるが最も低い 2-3%の失業率を維持している国はオラ

ンダ，ルクセンブルグ，オーストリアで，次いで4-5%台はポルトガル，アイルランド，イギ

リス，デンマーク，スウェーデンなどである。これらの国々については失業の存在自体それほど

大きな問題にはならないが， 8 %台のドイツ，ベルギー， 9 %以上のフランス，フィンランド，

イタリア，ギリシャ，スペインなどにとっては深刻な問題といえよう。 EU域内においてこれだ

けの失業率格差が生じているのは，各国が個別に失業率の低下に向けた構造改革に取り組んでき

た結果を反映したものであるが，通貨統合を実現させ EU域内の労働者を取り巻く環境も大き

く変化する中，域内全体としての労働市場の改革は不可欠で，これらの格差の是正が通貨統合を

成功させ今後も拡大させていく上で大きな要素となる。

そもそも欧州において失業率が高止まりしていた原因は，高度成長期に労働者重視の社会シス

テムが形成された点にある。具体的には，高い失業保険や高賃金の設定，さらに労働者解雇の権

限を制限し，雇用者に罰則を設けた労働者保護政策などの社会保障制度の確立であった。これら

の社会保障制度は失業者の生活を維持し，労働者の立場を保護しようということから設けられた

ものであり， EUの国民社会保障統計総合システム (Europeansystem of integrated social 

protection statistics) をもとに各国横並ぴの調整が行われ，オランダを除くほとんどすべての国

6) 2001年度の失業率は EU全体では7.6%であるが，ユーロ地域では8.3%とやや高い数値となってい

る。 EUおよびユーロ地域の統計データは Eurostatを参照されたい。
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表 1 一人当たり社会保障額の推移
(1990= 100， ECUベース)

iνν4 1995 

ベルギー 103 106 107 105 113 

デンマーク NA NA NA 123 123 

ドイツ 96 104 106 107 112 

ギ、リシャ 97 95 98 101 NA 

スペイン 109 116 122 119 NA 

フランス 103 106 110 111 113 

アイルランド 106 112 119 123 NA 

イタリア 104 109 109 109 108 

108 112 121 126 NA 

オランダ 101 103 103 101 99 

オーストリア 111 114 118 123 124 

ポルトガル 112 130 143 152 154 

フィンランド 109 116 118 120 121 

イギリス i 109 118 127 129 30 

出所:Eurostat 97 有賀 (2000) より

で社会保障額は上昇してきた7)0 (表 1を参照)

しかしながら，このような高福祉政策は失業者に対し，転職による新たな仕事へのインセン

テイブを低下させるばかりか，企業が独自の努力によって創出した新たな雇用に対しでも，生産

要素として労働力を効率的に配分するのを妨げる要因となっていった。欧州、!の手厚い社会保障制

度は ~f:jで欧州労働市場の硬直化を招き，さまざまな技術革新によって変化した環境に対応した

賃金体系を確立することもできず，ワーク・シェアリングなどの柔軟な雇用システムを困難とす

る，著しく下方硬直的な労働市場を形成することになったへ

高度成長期に EU諸国の労働者が得た手厚い保護政策は，技術革新が目覚しく，急激に変化

する現代の経済環境に対応することはできず，一方で一規制緩和や市場原理を取り入れた米国とは

失業率に大きな差を生むことになった。当然ながら競争力のある企業の育成などの分野において

もEU諸国では遅れをとったことは否めなし'0人口や GDPの規模では米国と大差のない EU地

域において， EMU実現とともに米国と匹敵した競争力のある社会の実現には，労働移動の活発

化を含む労働市場の柔軟化は重要な要素となる。

このような理由から， EU域内では国内外での労働移動を促進するためのさまざまな取り組み

がなされてきている。そもそも EUの設立条件であったローマ条約には， i人，モノ，サーピス，

資本の 4つの自由移動jを認めることが示されており，通貨統合を経て人以外の移動はかなり進

んでいる。しかしながら，人の自由な移動についてはあまり進んでいなしh 労働移動を促進する

7) E Uにおける雇用の現状や問題点については，有賀 (2000)が詳しい。

8) もちろん，労働移動には文化や言語，地理的距離といった要因が大きな影響を与えていることはいう

までもないが，現在では，丈化・言語交流プログラムなどを通じてそのような面からの改善に向けた取

り組みもなされていることから，本稿ではその点について詳しく触れるのは控え，制度上に見られる

「ハードmuを中心に考察を加える。
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ための移住労働者の居住権や大枠での社会保障権などの法的な整備は EU法において以前から

すで、に整っている。いくつかなお問題視されている点として，例えば 失業者が自国以外の EU

諸国において求職中に支給される失業手当が3ヶ月に限られていることである。 3ヶ月以内に就

職先が決まらなかった場合，帰国しなければその失業手当の支給が打ち切られるため，それが求

職者の自由移動を妨げていると考えられる。さらに，年金システムについても問題があり，自国

で積み立てた年金を他国に移住した場合には，その国で引き続き継続して積み立て，受給資格を

得たときに積算して受け取るというシステムがまだ、整っていない。これらの点は確かに労働移動

を妨げる要因になると考えられるが 改革案を盛り込んだ法案がすでに審議されていることから，

いずれはこれらの点を考慮した法的整備が行われるものと考えられる。その他に，職業・資格の

クロスボーダー承認 域内他国における雇用・教育情報へのアクセスなど，労働移動を阻害する

各種障壁は順次撤廃ないしは緩和されつつあるのが現状である。

しかしながら，これらの「ハード面」の整備は労働移動の活発化に向けた，最低限必要とされ

る条件でしかない。これまで労働移動が促進されなかった大きな原因は，個々人に労働移動に対

するインセンテイブを与える経済的なモーチベイションがなかったということにある。通貨統合

が行われ，ユーロ地域ではモノやサービスに対する価格や労働賃金はすべてユーロ建てで表示さ

れることになり，労働者にとって，あらゆる物の価格に対する透明性は飛躍的に向上する。加え

て，現在の情報化社会の進展により，労働者は自己の有する技術や能力に対する価値判断を容易

に行うことができることから，より高賃金で待遇の優れた国や地域に活動の場を見つけ，積極的

な労働移動が起こる可能性もある。言うなれば 通貨統合がこれまで圏内においてのみ就労機会

を求めていた労働者にとって 経済的なショックとなり 本来事前に必要とされた「最適通貨

圏」の条件が事後的に達成されるということも考えられる。ユーロ現金が一般的に流通し始めた

2002年以降は，価格に対する透明性と認識がさらに向上するため，ユーロ域内での労働移動はさ

らに加速するかもしれない。

本節では，労働市場の柔軟化を EU域内他国への労働移動という側面から考察したが，次節

では，自国内での労働市場の柔軟化による，失業率の低下への試みについて検討する。

3.労働市場の構造改革

前節で述べたように， EU地域全体での失業率は低下傾向にあるが，雇用情勢は国によって

様々である。 EMUの実現によって，各国における労働市場の構造改革に向けた取り組みに対し

ても一定のスタンダードが示されてきた。

例えば，英国とともに失業率水準が低いとされるオランダは，早くから労働市場の構造改革に

取り組み， 98年にはドイツ，フランス，イタリアなどのコア国が10%を越える高失業率にあって

も，オランダでは4.2%と米国を下回る水準を達成し，実質経済成長率も3.8%と順調なパフォー

マンスを示した。かつては労働コストの高騰，高インフレ，高失業率を示していたオランダは，

労働市場改革が経済再生の要であると考え， 1982年の「ワッセナ一合意」によっていち早く構造
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改革に取り組んだのである。その中心となるポイントは，1.賃金上昇率の抑制， 2.パート・タ

イム労働者の雇用促進， 3. 派遣労働に関する規制緩和であり，もっとも功を奏したのは 1の賃

金上昇率の抑制であった。市場開放度が大変高く貿易立国であるオランダにとって，他国との貿

易競争に遅れをとることは大きな問題で，労働コストの抑制による価格競争力の向上によって貿

易に対する競争力を高めることができた。また，パート・タイム労働者の雇用促進により，仕事

に対する柔軟性が高まり，新規雇用の創出，労働生産性の向上をもたらしたといわれているヘ

このような「オランダ・モデル」と呼ばれる労働市場の構造改革は，他の EU諸国にとって

も取り入れるに価値あるものであり，ユーロ導入の可能性が高まるにつれ，労働市場の柔軟化へ

の取り組みは一層強化されることになった。 EUではアムステルダム条約において，各国の雇用

政策を調整する権限は欧州委員会がもつことになり，欧州理事会が委員会の提示するガイドライ

ンの実施状況の調査と勧告を行う権限をもつことになった。 1997年ルクセンプルグでの臨時サ

ミットにおいて合意された「欧州雇用戦略:European Employment Strategy jでは， 1就業能力

の向上j，1起業家支援j，1適応能力強化j，1雇用機会の均等化jを 14つの柱」とし，約20項目

のガイドラインが提示された。

これらのガイドラインは，労働市場を改革するために EUが取り組まなければならない政策

課題であり，各国は可能な限り具体的な数値目標や達成期限を盛り込んだ行動計画を提示し，そ

の実施状況は欧州理事会によって評価される。理事会によって評価された結果は，さらに翌年の

ガイドラインに反映され，各国は再び新たなガイドラインに沿った政策課題を実施していくので

ある lOjo 

注目すべき点は「就業能力の向上」と「適応能力の強化jである。企業が求める労働者の能力

は必ずしも求職者のそれとは一致しない。そのようなミスマッチによって増加する失業者が長期

失業者にはならないよう，企業の就業ニーズとのミスマッチを是正するための職業訓練や実技技

能教育，必要であれば学校教育の改革も含む支援制度を作り，出来る限り失業者の自助努力が引

き出せるようなサポート体制を整えようとするのが， 1就業能力の向上Jという政策課題に求め

られているものである illo さらに「適応能力の強化Jは，雇用体系や職場組織の柔軟化によって，

ワーク・シェアリングなと手の労働時間の調整やパート・タイマーの利用などを促進し，企業が直

面する環境の変化に対して労使双方が柔軟な対応に努めようとするものである。

加えて，折しも「財政安定化協定」によって各国の財政支出に対する規律が厳しくなるなか，

これまで労働者に手厚いとされた社会保障政策も変化してきている。田中 (2001) によると，か

つて雇用関連財政支出の主流であった消極的措置(失業給付と早期勧奨退職制度)を見直し，職

業訓練など積極的措置への支出を増やす政策に移行し，雇用を抑制している税制・社会保障分担

9) iオランダ・モデルJについては，長坂寿久 (2000)が詳しい。
10) 詳しくは田中 (2001) を参照されたいっ

11) これは日本のような失業手当の給付などに代表される「消極的労働政策」とは異なり，労働力のサプ

ライ・サイドを改善し，労働者の資質向上を目指そうとする「積極的労働政策Jと呼ばれるものである。
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金制度の改革，高齢化社会を展望した年金給付年齢の引き上げ，企業への老齢者雇用奨励などの

福祉制度改革にも熱心に取り組んでいる。このような社会保障制度の改革も労働市場の構造改革

には極めて高い効果があると思われる。

EU諸国では，このようなさまざまな取り組みによって労働市場の構造改革を推し進め，硬直

的といわれていた欧州の労働市場をより柔軟性の高い市場へと変化させつつあるのが現状である。

労働市場の改革によって柔軟性が高まれば，他国への労働移動という形態ではなく，自国におい

て非自発的失業者を吸収することによって失業率を低下させることが可能になる。「オランダ・

モデル」に見られるように，パート・タイム労働の導入により，仕事に対する柔軟性が高まれば

労働コストの低下，労働生産性の向上が期待される。言うまでもなく，他国への労働移動の流動

化も必要不可欠である。他国の企業で必要とされる技術や能力を有する労働者は，その技術を最

大限に活かせる場に移動することによって初めて，生産要素としてのその労働が最大限に有効利

用される。その結果，当該企業や産業の生産性はより高まり，さらに競争力のある経済活動が行

えるようになるのである。

以上のように，本節では「硬直的jとされる欧州の労働市場がより柔軟性をもっ市場へと変わ

りつつある現状を示し，柔軟性をもっ労働市場における失業率の低下には，構造改革によって自

国で吸収される側面と，他国への労働移動を通じて当該国の失業率が低下する側面を検討した。

現段階でのユーロ地域の労働市場を概観する限り，必ずしも域内における労働移動性は高まって

いるとはいえず，短期的にも移動性が著しく高まると想定するのは早計である。したがって次節

では，失業者が自国で吸収されるケースを想定し，通貨統合に参加したユーロ地域各国において

労働市場の柔軟化が進んだ結果，ある国の貨幣労働賃金に伸縮性が備わった場合の経済的影響に

ついて，簡単なモデルを用いた分析をおこなう。

皿労働市場の柔軟化による各国経済のパフォーマンスの変化

ユーロ地域において労働市場の構造改革が進み，より柔軟的となった結果，各国の貨幣労働賃

金の伸縮性が高まると，通貨統合参加各国における経済的パフォーマンスはどのように変化する

であろうか。

一般的に貨幣賃金は下方硬直的であるといわれている。その主な原因として労働組合の存在や

財価格そのものの下方硬直性が考えられるが，労働市場の構造改革によって労使交渉のスムーズ

な運営とパート・タイム労働などの柔軟な賃金制度の導入により，労働者の貨幣賃金が下方伸縮

的となった場合，一国経済に生じる実物ショックの影響が本来なら直接的に物価に反映される場

合であっても，貨幣賃金の柔軟性がバッファーとなり，その影響が緩和されることになる。また，

構造的な失業問題についても 貨幣賃金が低下することでより多くの雇用が創出される結果，更

なる失業率の低下を実現することも可能となる。したがって，いかなる国にとっても労働市場の

柔軟化が進み，貨幣賃金の伸縮性が高まることは一般的には望ましいことといえよう。
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前節で述べたように，ユーロ地域各国ではさまざまな取り組みによって労働市場の柔軟化が進

められ，構造的に高止まりしていた失業率を低下させようという試みがなされている。もちろん，

構造改革の進むスピードは個々の国々において異なり，貨幣賃金の伸縮性の大きさもそれに応じ

た程度の差があることは言うまでもない。

本節では，各国の構造改革のスピードが異なるために，ある国では柔軟的な労働市場が存在し

ていても，別の国では硬直的な労働市場が存在するというケースと，すべての国がなお硬直的な

労働市場を有するケースにおいて，実物ショックが生じたときの各国経済に見られる経済的パ

フォーマンスの相違について検討する。なお，本稿の議論における労働市場の柔軟性とは，貨幣

賃金の伸縮性の大きさと考えており，労働市場の柔軟性が高まると，その市場での貨幣労働賃金

の伸縮性も高まると想定している。

分析の簡単化のため，ここでは 2国モデル12) を想定し，任意にドイツとフランスを例に挙げ

る。それぞれの国は 1と2の添え字を付けることによって区別される 13)。

1.モデ jレ

はじめに， ドイツの行動関数を以下のように想定する。

C¥ =cY1 

11 =const 

G1 =const 

X12=mP2 YdF¥ 

Xl:1ニ helPl

Ql=qY1 

( 1 ) 

( 2 ) 

( 3 ) 

( 4 ) 

( 5 ) 

( 6 ) 

ただし，C1はドイツの消費，Y1 はドイツの所得，11はドイツの投資，G1はドイツ政府支出，

XI2はドイツのフランスへの輸出額，P1 はドイツ財の価格，X1:l 'まドイツのユーロ地域外への

輸出額， QIはドイツの輸入額を表してしミる。また，小文字の c，rn， qはそれぞれ限界消費性向，

限界輸出性向， f浪界輸入性向を表し，んは為替レートの変化に対する弾力性を示している。さら

に， 0くc<l，m>O， h>O， q>Oである。

ここで， (1)式はドイツの消費関数， (2)式は投資関数， (3)式は政府支出関数， (4)式はド

イツのフランスへの輸出関数， (5)式はドイツのユーロ地域外への輸出関数， (6)式はドイツの

輸入関数を表す。

ドイツの産出量はドイツの財に対する需要によって決まり，以下の式のように示される。

12) 本章で用いられるモデルは，主に Carlberg(2001)における part2， chapter 1-:3を参考にしているが，

二回モデlレにおける両国のパフォーマンスの相違を示す点に関しては，独自のモデル拡張をおこなって

いる。また，分析の簡単化のために両国の財価格は不完全裁定を仮定し，分析に用しゐられるそデルは財

と労働が不完全な移動モデルであると想定している。

13) 任意の国として単にドイツとフランスを想定しているが，必ずしも現実的に一方の I~nの労働市場がよ

り柔軟的であると特定しているわけではないことに留意されたい。
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Y1=C1十11+G1 + X1Z-Ql  ( 7 ) 

さらに，変形して次式を得る。

Y1=A1十cY1+mP2 YZ!Pl十helP1-qY1ただし，(A1=11十G1で独立需要) (8) 

次に，フランスにおいても同様の設定をおこない次式を得る。

Y2=A2十cY2+mP1Y11P2十helPz-qY2ただし，(A2=12+G2で独立需要) (9) 

両国の貨幣需要関数はそれぞれ，以下のように表す。

L1=kP1 Y1 

L2=kP2 Y2 

ただし，kは両国の所得に対する貨幣需要反応度で，k>Oである。

(10) 

(11) 
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初期のモデルでは，ユーロ地域の貨幣需要と貨幣供給は等しいと想定し，L1+L2=Mより，

それぞれの式は以下のように示される。ただし， M はユーロ地域の貨幣供給を表す。

kP1 Y1 + kP2 Y2 = M=  const (12) 

次にドイツの生産関数を次のように設定する。

Y1=αlN1 (13) 

ただし，Y1 はドイツの産出量，alはドイツの労働生産性，N1 はドイツの労働投入量とする。

ゆえに労働需要は，次式であらわされる。

N1 = Y11 al (14) 

すなわち， ドイツの産出量 1%の増加は， ドイツの労働需要を 1%増加させ，労働生産性の増

加は同率の労働需要の減少をもたらす。

ドイツの企業は，財の価格をドイツのユニットレイバーコストに，マークアップ率を掛けた値

に設定する。

P1=gw1lal (15) 

ただし，P1はドイツ財の価格，Wlはドイツの貨幣労働賃金，初llalはユニットレイバーコ

スト，gはマークアップ要因である。

すなわち， ドイツの貨幣労働賃金 1%の上昇は，ドイツの財の価格を 1%上昇させ，労働生産

性の上昇は同率だけ財の価格を低下させることを表している。

フランスにおいても同様の設定をおこなう。

Y2=a2N2 

N2=Yz!a2 

P2=gw21a2 

以上のことから，フルモデルは次のように示される。

Y1=A1 +cY1十mP2Y2I P1 + hel P1 -q Y1 

Y2=A2十cY2+mP1Y11P2十helP2-qY2 

M=  kP1 Y1 + kP2 Y2 

P1 =gw 1 1α~ 1 

(16) 

(17) 

(18) 

(19) 

(20) 

(21) 

(22) 
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PZ=gW2/α2 

λTj=Y1/a1 

N2= Y1/α2 

(19)・(20)式をユーロで測った形に書き換える。

P¥ Y1=P1A1十CP1Y1 + mP2 Y2 + he-qPl Y1 

Vol. 42 No. 2 

(23) 

(24) 

(25) 

(26) 

P2 Y2=PzAz十CP2Y2 + mP1 Y1十he-qP2 Y2 (27) 

初期においてはドイツとフランスの経済規模は等しく，所得および経常収支は均衡していると

仮定すると次式が得られる。

I¥ Y)=P2 Y2 

mPz Y2 + he= qPl Y1 

mP1 Y1 + he=qP2 Y2 

上記の式を次のように変形することもできる。

P1Al 
-ι~':_=1 C 
PJY1 

mPっYっ
P
1 
Yて-=m
he 
P1てy~=q-rn

2.貨幣賃金に関して司両国ともに硬直的なケース

(28) 

(29) 

(30) 

(31) 

(32) 

(33) 

最初に，ユーロ地域においては労働市場の構造改革が進んでおらず，貨幣労働賃金は著しく下

方硬直的であるケースを考察する。

今， ドイツにおいて国内物価が上昇するような実物ショックが発生したとする。本節ではドイ

ツの国内物価の上昇がドイツの産出量やフランスの産出量にいかなる影響を与えるのかを考察す

る。

ここでの分析では，前節で示されたフルモデルが次の 3つの式からなるモデル体系へと書き換

えられる。ただし，以下のモデルは先に示したモデルを変形し，それぞれ成長率をとった形で示

されている l針。

Y1=CY1十m(Y2-P1)+(q-m)(e -P1)-q Y1 

Y =cY2十m(Plト1'I)+(q-m)e-qY:，

(34) 

(35) 

0=P1十 1'1寸 Y2 (36) 

(34)式はドイツの財市場均衡式であり， (35)式はフランスの財市場均衡式， (36)式はユーロ地

域の貨幣市場均衡式を表している。ここではドイツ財の価格は外生変数であり， ドイツの産出量，

フランスの産出量，ユーロレートは内生変数である。

(34)と(35)式を次のように変形する。

14) モデルにおいて成長率を取る理由は，分析に用いられているのはマクロモデルでありながらも， ミク

ロ経済学的なエッセンスを考慮してのことである。



October 2002 通貨統合後のマクロパフォーマンスの変化

(l-c+q) Y1ニ m(Yz-P1)十(q-m)(e-P1) 

(l-c+q) Yzニ m(Pl+ Y1)+(q-m)e 

(38)式と (39)式の差を取ると次式のようになる。

(l-c十m+q)( Y1 - Yz)=一(m+q)Pl

(39)式に (36)式を使うことで以下の式を得ることが出来る。

Y1= 
l-c+2m十2q; 
2(1-c十m+-q)Pl

Y2ニ
l-c ，P 

2(1-c+m十q).L 1 

(37) 

(38) 

(39) 

(40) 

(41) 
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(40)・(41)式で示されているように， ドイツの国内物価の上昇はドイツ，フランス両国の産出

量を低下させることになる。ドイツの財価格の上昇はドイツ財の輸出低下とフランス財のドイツ

に対する輸出を増加させることになる。しかしながら， ドイツの国内物価の上昇はユーロ価値の

増価とともに， ドイツ・フランス双方の輸出を減少させることになることから，ネットでは両国

の産出量はともに減少する。産出量の減少の程度はドイツの方がフランスより大きいと考えられ

る。

3.貨幣労働賃金に関して， ドイツは硬直的司フランスは柔軟なケース

本節では，ユーロ地域内において労働市場の構造改革が進むスピードに程度の差が存在するた

めに，フランスでは柔軟な労働市場が実現し， ドイツではなお硬直的な労働市場が存在するケー

スについて考察する。

フランスでは柔軟な貨幣賃金のもと，労働需給は一致している。 N1はドイツの労働需要，

Nzはフランスの労働供給を表すが，N2は外生的に与えられるものとする。 (Nz=const)

これらを考慮したモデルは以下のようになる。

Y1 = A 1 + C Y1 + mP2 YZ! P1 + hel P1 - q Y1 

Y2=A2十cYZ+mPlY1IP2十helPz-q Yz 

M=kP1 Yj十kPzYZ 

Pj=g初 jlaj

Pz=gw2laz 

N1=Yjlαl 

Yz=a2N2 

(42) 

(43) 

(44) 

(45) 

(46) 

(47) 

(48) 

ここで，ユーロ地域全体で国内物価を変化させるような実物ショックが発生したとする。フラ

ンスの労働市場においては構造改革が進んでおり，その実物ショックによる国内物価への影響は，

貨幣労働賃金が柔軟に変化することによって小さなものになると考えられる。一方，労働市場が

硬直的なドイツでは 貨幣労働賃金の変化を通じた調整が行われないため，そのままドイツの国

内物価に影響を与えることになる。
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下方硬直的な貨幣労働賃金は，物価の下落に対して負の影響をもち，物価の仁昇局面では賃金

率も上昇することから，一層の物価上昇圧力を生じさせることになる。 (45)式で示されているよ

うに貨幣労働賃金 'Wlの上昇は，比例的に Plを上昇させるが，ここではれの上昇がドイツの

産出量(Y1) にどのような影響を与えるかについて考察する。

分析を進めるにあたり，以下のような 3つの式からなるモデル体系へと書き換える。ただし，

以下のモデルは前節と同様，それぞれ成長率をとった形で示されている。

Y1 ニエ cY1 十 m(P~-P1)十(q-m)(e-P1)-qYl 

O=m(Pl ート Y1- P2)十(q-m)(e-P2) 

O=Pl十 Yl+Iヨ

(49) 

(50) 

(51) 

これらの式をもとにドイツの財価格 P1の変化がドイツの産出量 Y1に与える影響をみる。前

節と同様の手)1111により，次のような式を得ることができる。

す1=2m十2q ム一一(1-c+2m+2q) え

さらに，フランスの物価に与える影響は次式のように示される。

ム 1-ιρI一 ー
ム (1 -c十 2m+2q)~ ， 

(52) 

(53) 

ユーロ地域で国内物価を上昇させるような実物ショックの発生に対し， ドイツには貨幣労働賃

金の変化による調整というバッファーが存在しないため，そのショックに応じた国内物価の上昇

が生じる。ドイツの国内物価の上昇は， (52)式で示された係数分だけドイツの産出量を減少させ

る一方， (53)式で見られるように，フランスの国内物価を下落させることになる。

ドイツで貨幣労働賃金の上昇をもたらす実物ショックの発生は， ドイツの財価格の上昇とユー

ロの増価をもたらし， ドイツ，フランス両国の産出量を低下させる。フランスにおいても一時的

に失業が発生すると考えられるが，貨幣労働賃金が低下することによってフランスの財価格が低

ドし， しだいにフランスの産出量は増加することになる。その結果フランスでは再び完全雇用が

回復する。

ドイツにおいては国内物価の上昇は貨幣労働賃金の上昇要因となり，産出量の低下によって失

業が増加することになる。しかし， ドイツにおける貨幣賃金の下方硬直性は賃金調整を通じた財

価格の低下圧力とはならず，結局のところドイツの失業者が減少することはな1.'0 したがって，

貨幣労働賃金の下方硬直性はドイツの失業率を改善させることにはならず，本来ドイツが堅持し

ている低インフレ政策に対しても相反する結果をもたらすことになる。フランスにとっては自国

において貨幣労働賃金が調整されることから物価上昇圧力を低下させるだけでなく， ドイツの物

価が上昇することによってさらに自国物価が引き下がるという効果を得ることにもなる。

4.パフォーマンスの比較

ここでは仁記2つのケースで示されたそれぞれのパフォーマンスをより詳しく考察する。先に
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述べたように，いずれのケースにおいてもドイツの貨幣賃金の上昇をもたらす実物ショックの発

生は， ドイツの財価格の上昇とともにドイツの産出量の低下をもたらし，結果的にドイツの失業

率を上昇させることになる。

どちらのケースの方がドイツの産出量に与える影響が大きいのかを考察するために， (40)式と

(52)式の係数の差を取る。

d=-l.-c+2m十2q ( 2m+2~l 
ー-，

2(1-c+m+q) ¥ 1-c+2m+2ql 
(54) 

(c-1)2 

(2m+2q)(2m十2qー 3c十3)+2(cー 1?
(55) 

ただし， 0くCく1，m>O， q>Oである。

(55)式に見られるように， ドイツの財価格 P1の上昇がドイツの産出量 Y1に与える負の影響

は，両国ともに硬直的な貨幣労働賃金を有するケースの方が大きい。したがって， ドイツにとっ

ては両国が硬直的な労働市場を有するよりはフランスだけでも柔軟な労働市場を有している方が

望ましいが，仮に両国ともに柔軟な労働市場を持つにいたるとするならば，それが最も望ましい

パフォーマンスを実現することになる。

ただし，ここで示された係数にみられる関係は，P1が低下した場合は係数分だけ Y1を増加

させることにもなり，産出量の増加を基準とした場合はドイツにとっては両国ともに硬直的な労

働市場を有しているケースの方が望ましいといえよっ。しかしながら，歴史的に物価の上昇には

厳しい姿勢を常に維持してきたドイツにとって，産出量の増加と物価の上昇を考慮した場合，や

はり物価上昇を回避する政策スタンスを取ると考えることが自然であり，物価上昇に対するバッ

ファーの役目も有する柔軟な労働市場を構築することは， ドイツにとっても価値ある構造改革に

なると考えられる。

フランスにとっては，両国ともに硬直的な労働市場を有している場合， ドイツの物価の上昇は

(42)式で示されたように自国の産出量の低下をもたらすことになる。そのときの産出量の低下は

ドイツと比べると小さなものであるが 自国で柔軟な労働市場が構築された場合は貨幣労働賃金

の調整を通じて，産出量ならびに失業率の改善という良好なパフォーマンスを結果的に達成でき

ることになる。また，自国の柔軟な労働市場によってドイツの物価上昇によって自国物価を低下

させる効果を得ることは， (53)式で示された通りである。

以上のように， 2国モデルを使った分析であるが，すべての国が柔軟な労働市場を持ち，自国

の貨幣労働賃金の伸縮性が向上することがもっとも望ましいパフォーマンスを実現することは言

うまでもないが，現在のユーロ地域の現状を踏まえ，いずれの国も労働市場の柔軟化が達成され

ないケースと，柔軟化が達成された国となお達成されていない国が並存するケースとを比較する

と，後者のほうが各国で実現される経済的パフォーマンスはより望ましいものになると考えられ

る。
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IVおわりに

本稿では，ユーロ地域において労働市場の構造改革が進み，伸縮的な貨幣労働賃金を有する労

働市場が実現したとき，各国に見られる経済的パフォーマンスがどのように変化するかについて

考察した。周知の通り，すべての国が柔軟な労働市場を有する場合がもっとも優れたパフォーマ

ンスを実現できるのであるが，現在のユーロ地域の状況を踏まえて，いずれの国も労働市場の柔

軟性を持たないケースと，個別の国だけが柔軟性を持つケースとに分けてモデル分析を試みた。

結果的に個別の国だけでも柔軟な労働市場を有する方が物価を上昇させる実物ショックが発生し

た際に，自国産出量で測った経済的パブオーマンスはより良好なものになることが示された。

これらの結果を欧州通貨統合の現実的な側面を通じて考慮するならば，オランダを始めとする

柔軟な労働市場を有する国と， ドイツやフランスのように硬直:的な労働市場を有する国がともに

存在するユー口地域において， GDP規模で比較すると決して大きくはない国であっても，域内

に柔軟な労働市場を有する国が存在する時の各国パフォーマンスは，すべての国が硬直的な労働

市場を有している場合と比べると，良好なものであると言えようョしかしながら，より経済規模

の大きいドイツやフランス，イタリアなどのコア国と呼ばれる国々の労働市場が柔軟化する方が，

各国にとってはさらに優れたパフォーマンスが実現すると考えられる。言うまでもなく，すべて

の国で柔軟な労働市場が実現することが最良である以上，いずれの国にとっても労働市場改革に

向けた取り組みを強化する価値は大いにあると思われる。

現在，ユー口地域でみられる労働市場の改革の動きは，欧州通貨統合によって各国経済の結び

つきがより強回となり，産出量や失業率などのブアンダメンタルズに対する地域や国別格差を是

正するための一つの試みである。その試みによって各国経済のパフォーマンスがより改善される

のであれば，それは通貨統合がマネタリーな分野だけでなくそれ以外の分野にスピルオーバー効

果 (spi1lovereffect) をもたらしたとも考えられ15)，欧州通貨統合そのものが肯定される新たな

一つの根拠であるとも言える。
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